56　安全衛生管理に関する規定
第○条（遵守義務）

１．会社及び従業員は、職場における安全及び衛生の確保に関する法令及び社内諸規程で定められた事項を遵守し、相互に協力して健康の保持増進と災害の未然防止に努めるものとする。

２．従業員は、安全及び衛生に関し、会社が発する指示命令に従わなければならない。

３．社内及び関係施設内の消火その他の設備について、許可なく状況変更、移動及び撤去するなど、その設備の効果を減退又は失わせるようなことはしてはならない。

第○条（就業制限）

１．会社は、法令に定める危険又は有害な業務若しくは重量物を取扱う業務に従業員のうち女性や年少者である者を就業させない。

２．法令に定める危険業務について、必要な技能又は経験を持たない従業員は就業させない。

第○条（災害防止）

１．従業員は、消防具、救急品の備え付け場所並びにその使用方法を知得しておかなければならない。

２．火災その他非常災害の発生を発見し、又はその危険があることを知ったときは、臨機の処置をとるとともに直ちにその旨を担当者その他居合せた者に連絡し、その被害を最小限に止めるよう努めなければならない。

第○条（病者等の就業の禁止等）

１．従業員が感染症予防法（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律）において就業制限となる場合、又は次に掲げる各号のいずれかに該当する場合は就業を禁止する。従業員はこれに従わなければならない。ただし、感染症予防の措置を行い、他に感染の恐れのないことが確認できた者の場合はこの限りではない。

(1)　病毒伝播の恐れがあるなど周囲への影響の大きい感染症にかかり、又はその疑いがあり就業することが不適当と認められるとき。

(2)　内臓疾患その他の疾病により、労働することによって病勢が著しく悪化するおそれがあり、就業することが不適当と認められるとき。

(3)　感染性皮膚疾患又は感染性眼病にかかり就業することが不適当と認められるとき。

(4)　その他、前各号に準ずる疾病で、厚生労働大臣が定めるものにかかったとき。

(5)　精神障害などの疾病により、就業することが不適当と認められるとき。

(6)　傷病のため加療中の者で、健康の回復が不十分のため就業することが不適当と認められるとき。

(7)　その他前各号に準ずるもので、医師が就業を不適当とする旨の診断書を提出した者で会社が必要と認めたとき。

２．前項の規定にかかわらず、会社は、当該従業員の心身の状況が業務に適しないと判断した揚合、又は当該従業員に対して、医師、及び国等の公の機関から、外出禁止、あるいは外出自粛の要請があった揚合、あるいは第○条（自己保健義務・受診勧告）の定めに基づく医師の診断を受けるべき命令に従わないときは、その就業を禁止することがある。

３．前各項の場合の不就労時間の給与は原則無給とする。

４．従業員は同居の家族あるいは近隣に第１項第１号から４号の疾病が発生したときは、直ちに会社に届け出て必要な指示を受けなければならない。
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